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は    じ    め    に 

 

 

 本書は，平成２４年経済センサス－活動調査（総務省・経済産業省所管）の結果

のうち，製造業について函館市分をとりまとめたものです。 

 例年，経済産業省では，製造業の実態を明らかにすることを目的に，１２月３１

日現在で工業統計調査を実施しておりますが，平成２３年については工業統計調査

を中止し，経済センサス－活動調査（平成２４年２月１日現在で実施）において従

来の工業統計調査と同様の調査項目について調査を行いました。 

 この結果書を行政諸施策，企業経営および地域経済の分析等の基礎資料としてご

活用いただければ幸いに存じます。 

 終わりに，この調査の実施にあたり，多大なご協力をいただきました事業所をは

じめ，関係各位に深く感謝申し上げますとともに，今後とも一層の御支援を賜りま

すようお願い申し上げます。 

 

 

 

   平 成 ２ ５ 年 １ ２ 月 

 

                         函 館 市 総 務 部 
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利 用 上 の 注 意 

 

１ 調査の目的 

  経済センサス－活動調査は，統計法に基づく国の「基幹統計調査」で，我が国の全

産業分野における事業所および企業の経済活動の実態を全国的および地域別に明らか

にするとともに，事業所および企業を調査対象とする各種統計調査の精度向上に資す

る母集団資料を得ることを目的としています。 

 

２ 調査の期日 

  平成２４年２月１日現在 

 

３ 調査の範囲 

  日本標準産業分類に掲げる産業に属する事業所のうち，以下に掲げる事業所ならび

に国および地方公共団体の事業所を除く事業所・企業 

 ① 大分類Ａ－農業・林業に属する個人経営の事業所 

 ② 大分類Ｂ－漁業に属する個人経営の事業所 

 ③ 大分類Ｎ－生活関連サービス業，娯楽業のうち，小分類７９２－家事サービス業

に属する事業所 

 ④ 大分類Ｒ－サービス業（他に分類されないもの）のうち，中分類９６－外国公務

に属する事業所 

 

４ 調査の方法 

  単独事業所企業については、調査員が事業所を訪問し、調査票への記入依頼、調査

票等の配布・回収を行い，複数の事業所を有する企業については、行政機関が直接調

査票を郵送により配布し、郵送（紙・電子媒体）での回収、またはインターネットで

の回収を行いました。 
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５ 本書について 

（１） 本書は，製造業について工業統計調査（以下「工業統計」という。）との時

系列比較を行うために，平成２４年経済センサス－活動調査（以下「活動調

査」という。）の調査結果のうち，以下のすべてに該当する製造事業所（以下

「事業所」という。）について集計したものです。 

 

     ・従業者４人以上の事業所であること 

     ・管理，補助的経済活動のみを行う事業所ではないこと 

     ・製造品目別に出荷額が得られた事業所であること 

 

（２） 従業者，付加価値額の項目は，工業統計の集計における定義に合わせた形で

再集計しています。 

 

（３） 本書において，「平成２３年」の数値は活動調査，「平成２２年」以前の数値

は工業統計です。 

調査結果のうち，売上（収入）金額，費用等の経理事項は，活動調査が平成

２３年１年間，工業統計が各調査年 1年間の数値です。 

また，事業所数，従業者数は，活動調査が平成２４年２月１日現在，工業統

計が各調査年の１２月３１日現在の数値です。 

 

（４） 統計表中の符号は，次のとおりです。 

   「 － 」     …………………………… 該当数字がないもの 

   「 △ 」     …………………………… マイナスの数値 

   「 X 」     …………………………… 公表を差し控えたもの 

 

（５） 統計表中単位未満については，四捨五入を原則としたため，総数と内訳の計

が一致しない場合もあります。 

 

（６） 調査の結果における従業者数の取扱いが，秘匿を解除することができること

となったため，平成１６年調査結果から従業者数は秘匿しておりません。 
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（７） 函館市は，平成１６年１２月 1 日に戸井町・恵山町・椴法華村・南茅部町と

合併しました。 

     平成１５年以前の調査結果については，これらの地域の結果は含まれており

ません。後方頁に参考として事業所数・従業者数・製造品出荷額等を掲載して

います。 

 

（８） 日本標準産業分類の第１２回改訂があり，平成２０年調査以降適用されてい

ます。 

    旧分類と新分類の対照表は以下のとおりとなります。 

 

産　 業 産　 業
中分類 中分類
番　 号 番　 号

09 食料品製造業 09 食料品製造業
10 飲料・たばこ・飼料製造業 10 飲料・たばこ・飼料製造業
11 繊維工業（衣服，その他の繊維製品を除く） 11 繊維工業
12 衣服，その他の繊維製品製造業 12 木材・木製品製造業（家具を除く）

13 木材・木製品製造業（家具を除く） 13 家具・装備品製造業
14 家具・装備品製造業 14 パルプ・紙・紙加工品製造業
15 パルプ・紙・紙加工品製造業 15 印刷・同関連業
16 印刷・同関連業 16 化学工業
17 化学工業 17 石油製品・石炭製品製造業
18 石油製品・石炭製品製造業 18 プラスチック製品製造業（別掲を除く）

19 プラスチック製品製造業（別掲を除く） 19 ゴム製品製造業
20 ゴム製品製造業 20 なめし革・同製品・毛皮製造業
21 なめし革・同製品・毛皮製造業 21 窯業・土石製品製造業
22 窯業・土石製品製造業 22 鉄鋼業
23 鉄鋼業 23 非鉄金属製造業
24 非鉄金属製造業 24 金属製品製造業
25 金属製品製造業 25 はん用機械器具製造業
26 一般機械器具製造業 26 生産用機械器具製造業
27 電気機械器具製造業 27 業務用機械器具製造業
28 情報通信機械器具製造業 28 電子部品・デバイス・電子回路製造業
29 電子部品・デバイス製造業 29 電気機械器具製造業
30 輸送用機械器具製造業 30 情報通信機械器具製造業
31 精密機械器具製造業 31 輸送用機械器具製造業
32 その他の製造業 32 その他の製造業

産　業　名　称 産　業　名　称

旧分類（平成１９年まで） 新分類（平成２０年以降）

一部移設

統合

一部移設

分割
一部移設

分割

一部移設
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用 語 の 説 明 

 

１ 事業所 

   事業所とは，一般的に工場，製作所，製造所あるいは加工所などと呼ばれているよう

な，一区画を占めて主として製造または加工を行っているものをいう。 

２ 従業者 

   従業者とは，個人事業主および無給家族従業者，常用労働者をいう。 

（１） 個人事業主および無給家族従業者とは，業務に従事している個人事業主と事業主の

家族で無報酬で常時就業している者をいう。 

（２） 常用労働者とは，他の企業へ出向・派遣している者と請負労働者を除いた次のいず

れかの者をいう。 

   ア 期間を定めず，または１か月を超える期間を定めて雇われている者 

   イ 日々または１か月以内の期間で雇われていた者のうち，平成２３年１２月と平成

２４年１月にそれぞれ１８日以上雇われた者 

   ウ 人材派遣会社からの派遣従業者，親企業からの出向従業者などは，上記に準じて

扱う 

   エ 取締役，理事等の役員のうち，常時勤務して毎月給与の支払を受けている者 

   オ 事業主の家族で，その事業所に働いている者のうち，常時勤務して毎月給与の支

払を受けている者 

 ３ 現金給与総額    

   平成２３年１年間に支払われた常用雇用者（「正社員，正職員」および「パート・ア

ルバイト等」をいう。）および有給役員に対する基本給，諸手当および特別に支払われ

た給与（期末賞与等）の額と，その他の給与額（常用雇用者および有給役員に対する退

職金または解雇予告手当，出向・派遣受入者に係る支払額，臨時雇用者に対する給与な

ど）の合計額である。 
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４ 原材料使用額等    

   平成２３年１年間における原材料使用額，燃料使用額，電力使用額，委託生産費，製

造等に関連する外注費および転売した商品の仕入額の合計であり，消費税額を含んだ額

である。 

５ 製造品出荷額等     

   平成２３年１年間における製造品出荷額，加工賃収入額およびその他収入額の合計で

あり，消費税および内国消費税額を含んだ額である。 

６ 製造品，半製品および仕掛品，原材料および燃料の在庫額   

   事業所の所有に属するものを帳簿価額によって記入したものであり，原材料を他に支

給して製造される委託生産品も含まれる。 

７ 生産額および付加価値額等の算定式 

（１）生産額＝製造品出荷額＋加工賃収入額 

＋(製造品年末在庫額－製造品年初在庫額) 

       ＋(半製品および仕掛品年末価額－半製品および仕掛品年初価額） 

（２）付加価値額＝製造品出荷額等＋（製造品年末在庫額－製造品年初在庫額） 

         ＋（半製品および仕掛品年末価額－半製品および仕掛品年初価額） 

         －（内国消費税額＋推計消費税額） 

－原材料使用額等－減価償却額 

（３）粗付加価値額＝製造品出荷額等－（内国消費税額＋推計消費税額） 

          －原材料使用額等 

（４）有形固定資産年末現在高＝(年初現在高＋取得額)－(除却額＋原価償却額) 

（５）付加価値率＝付加価値額／(生産額－(内国消費税額＋推計消費税額))×100 

（６）原材料率＝原材料使用額等／(生産額－(内国消費税額＋推計消費税額))×100 

（７）現金給与率＝現金給与総額／(生産額－(内国消費税額＋推計消費税額))×100 

（８）労働分配率＝現金給与総額／付加価値額×100 

（９）有形固定資産投資総額＝有形固定資産の取得額＋建設仮勘定の年間増減 

※「内国消費税額」は，酒税，たばこ税，揮発油税および地方揮発油税の納付税額 

または納付すべき税額の合計である（消費税を除く）。 
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調 査 結 果 の 概 要 

（従業者数４人以上の事業所） 

 

１ 事業所数，従業者数および製造品出荷額等 

 事業所数は３０５事業所（前年比 4.1％減），従業者数は８，３５５人（前年比 3.7％減），

製造品出荷額等は１，８２７億４８４万円（前年比 1.4％減）であった。（図１，図２） 
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２ 産業別の状況 

（１）事業所数 

   産業別構成比をみると，食料品製造業が４３．９％と最も大きく，次いで金属製品 
製造業が８．９％となっている。（図３） 

（２）従業者数 

   産業別構成比をみると，食料品製造業が５７．０％と最も大きく，次いで輸送用機 
械器具製造業が１０．０％となっている。（図４） 

（３）製造品出荷額等 

   産業別構成比をみると，食料品製造業が５４．２％と最も大きく，次いで輸送用機 
械器具製造業が１７．５％となっている。（図５） 

 
   図３ 事業所の産業別構成比         図４ 従業者の産業別構成比 
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統   計   表         



第１表　産業中分類別事業所数，従業者数および製造品出荷額等の推移

人 万円 人 万円

総　　　　　　数   365  9 535 19 420 096 総　　　　　　数   339  8 671 18 466 050

09 食 料 品 製 造 業   164  5 291 9 380 673 09 食 料 品 製 造 業   150  4 945 9 171 035

10
飲 料 ・ た ば こ ・
飼 料 製 造 業

  5   153  330 857 10
飲 料 ・ た ば こ ・
飼 料 製 造 業

  6   159  315 439

11
繊維工業（衣服，その
他の繊維製品を除く）

  4   43  42 020 11 繊 維 工 業   8   139  97 480

12
衣 服 ・ そ の 他 の
繊 維 製 品 製 造 業

  7   130  88 598 12
木 材 ・ 木 製 品 製 造 業
（ 家 具 を 除 く ）

  9   87  123 456

13
木材・木製品製造業
（ 家 具 を 除 く ）

  10   99  143 933 13 家 具 ・ 装 備 品 製 造 業   17   163  120 886

14 家具・装備品製造業   18   170  150 046 14
パ ル プ ・ 紙 ・
紙 加 工 品 製 造 業

  4   80  171 306

15
パ ル プ ・ 紙 ・
紙 加 工 品 製 造 業

  6   94  176 720 15 印 刷 ・ 同 関 連 業   30   436  491 049

16 印 刷 ・ 同 関 連 業   34   455  528 699 16 化 学 工 業   5   163  808 907

17 化 学 工 業   5   164  823 924 17
石 油 製 品 ・ 石 炭 製 品
製 造 業

  1   5 X

18
石油製品・石炭製品
製 造 業

  1   6 X 18
プ ラ ス チ ッ ク 製 品
製 造 業 （ 別 掲 を 除 く ）

  2   52 X

19
プ ラ ス チ ッ ク 製 品
製造業（別掲を除く）

  2   52 X 19 ゴ ム 製 品 製 造 業 - - -

20 ゴ ム 製 品 製 造 業   1   21 X 20
な め し 革 ・ 同 製 品 ・
毛 皮 製 造 業

- - -

21
なめし革・同製品・
毛 皮 製 造 業

- - - 21 窯 業 ・ 土 石 製 品 製 造 業   11   113  172 189

22
窯 業 ・ 土 石 製 品
製 造 業

  11   121  224 719 22 鉄 鋼 業   6   201  599 314

23 鉄 鋼 業   4   181  462 692 23 非 鉄 金 属 製 造 業   2   9 X

24 非 鉄 金 属 製 造 業   1   5 X 24 金 属 製 品 製 造 業   31   354  616 184

25 金 属 製 品 製 造 業   37   432  802 340 25 は ん 用 機 械 器 具 製 造 業   8   70  74 262

26 一般機械器具製造業   19   375  792 124 26 生 産 用 機 械 器 具 製 造 業   8   226  599 418

27 電気機械器具製造業   2   15 X 27 業 務 用 機 械 器 具 製 造 業   3   42  102 435

28
情 報 通 信 機 械 器 具
製 造 業

- - - 28
電 子 部 品 ・ デ バ イ ス
・ 電 子 回 路 製 造 業

  6   606 2 022 634

29
電子部品・デバイス
製 造 業

  6   936 2 293 321 29 電 気 機 械 器 具 製 造 業   2   16 X

30
輸 送 用 機 械 器 具
製 造 業

  18   693 2 845 764 30
情 報 通 信 機 械 器 具
製 造 業

- - -

31 精密機械器具製造業   1   24 X 31 輸 送 用 機 械 器 具 製 造 業   24   757 2 741 286

32 そ の 他 の 製 造 業   9   75  86 074 32 そ の 他 の 製 造 業   6   48  60 757

製造品出荷額等

平成１９年

事業所数 製造品出荷額等

２０年産　　　　　業
中　分　類

（旧　分　類） 事業所数 従業者数

産　　　　　業
中　分　類

（新　分　類）従業者数
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　　　　　　（従業者４人以上）

人 万円 人 万円 人 万円

  323  8 713 17 988 698   318  8 674 18 532 871   305  8 355 18 270 484 総数

  149  5 051 9 595 434   144  5 033 9 380 898   134  4 762 9 900 528 09

  5   144  312 447   4   142  240 292   5   133  196 669 10

  7   74  66 333   8   145  99 697   8   134  82 046 11

  7   73  85 181   7   69  84 133   3   21  22 233 12

  13   129  100 611   13   127  100 278   16   150  120 455 13

  3   63  151 588   3   66  156 401   2   62 X 14

  31   411  501 212   29   388  460 068   23   357  351 236 15

  5   153  870 608   5   146  789 951   4   98  654 121 16

  1   5 X   1   6 X - - - 17

  3   54  103 647   2   49 X   1   31 X 18

  1   16 X   1   15 X   1   18 X 19

- - - - - - - - - 20

  10   101  153 433   9   75  130 072   11   106  236 861 21

  3   121  146 745   4   188  477 659   4   184  451 825 22

  3   69  255 235   2   9 X   1   5 X 23

  32   353  585 051   33   347  565 630   27   275  429 742 24

  7   64  59 073   9   78  81 080   9   75  63 764 25

  8   254  486 178   7   248  474 039   14   310  760 639 26

  3   44  78 638   3   43  66 425   4   44  121 349 27

  4   607 1 266 939   3   544 1 452 478   4   579 1 244 496 28

  2   19 X   2   18 X   2   13 X 29

  2   85 X   2   84 X   2   87 X 30

  18   766 2 922 425   20   797 3 678 853   23   835 3 191 729 31

  6   57  61 611   7   57  60 631   7   76  67 663 32

産業
新分
類従業者数 製造品出荷額等

２３年

事業所数 従業者数 製造品出荷額等

２１年 ２２年

事業所数 従業者数 製造品出荷額等事業所数
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第２表　　平成２３年産業中分類別現金給与総額，原材料使用額等，製造品出荷額等ほか

従 業 者

現 金 給 与 原 材 料 製 造 品 従 業 者 粗 付 加 ３ ０ 人 以 上

３ ０ 人 以 上 の 有 形

総 額 使 用 額 等 出 荷 額 等 の 生 産 額 価 値 額 固 定 資 産

年 末 現 在 高

(万円) (万円) (万円) (万円) (万円) (万円)

2 502 448 11 751 688 18 270 484 13 216 121 6 329 665 3 625 914

09 食 料 品 製 造 業 1 195 112 6 656 899 9 900 528 7 056 894 3 159 119 1 705 848

10
飲 料 ・ た ば こ ・
飼 料 製 造 業

 33 215  103 347  196 669 X  92 030 X

11 繊 維 工 業  26 837  27 288  82 046 X  52 951 X

12
木 材 ・ 木 製 品 製 造 業
（ 家 具 を 除 く ）

 5 902  11 219  22 233 -  10 791 -

13 家 具 ・ 装 備 品 製 造 業  40 729  53 091  120 455 -  65 070 -

14
パ ル プ ・ 紙 ・
紙 加 工 品 製 造 業

X X X X X X

15 印 刷 ・ 同 関 連 業  112 347  145 285  351 236  113 684  202 888  60 684

16 化 学 工 業  52 050  495 938  654 121 X  153 348 X

17
石 油 製 品 ・ 石 炭 製 品
製 造 業

- - - - - -

18
プラスチック製品製造業
（ 別 掲 を 除 く ）

X X X X X X

19 ゴ ム 製 品 製 造 業 X X X - X -

20
な め し 革 ・ 同 製 品 ・
毛 皮 製 造 業

- - - - - -

21 窯業・土石製品製造業  37 877  128 802  236 861 -  104 373 -

22 鉄 鋼 業  74 079  284 497  451 825 X  163 388 X

23 非 鉄 金 属 製 造 業 X X X - X -

24 金 属 製 品 製 造 業  87 667  230 092  429 742 X  195 579 X

25 はん用機械器具製造業  23 633  14 064  63 764 -  46 643 -

26 生産用機械器具製造業  143 467  531 085  760 639  458 800  224 020  155 187

27 業務用機械器具製造業  26 056  58 091  121 349 -  60 430 -

28
電子部品・デバイス・
電 子 回 路 製 造 業

 185 529  933 197 1 244 496 X  310 903 X

29 電 気 機 械 器 具 製 造 業 X X X - X -

30 情報通信機械器具製造業 X X X X X X

31 輸送用機械器具製造業  362 176 1 862 861 3 191 729 3 014 307 1 268 919  916 782

32 そ の 他 の 製 造 業  19 670  22 341  67 663 -  43 403 -

総　　　　　　数

区　　　分

　　　　（従業者４人以上）
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第３表　　平成２３年産業中分類別１事業所当たり従業者数・製造品出荷額等および

　        従業者１人当たり製造品出荷額等
（従業者４人以上）

従業者１人当たり

従 業 者 数 製造品出荷額等 製造品出荷額等

(人) (万円) (万円)

27.4  59 903  2 187

09 食 料 品 製 造 業 35.5  73 885  2 079

10 飲 料 ・ た ば こ ・ 飼 料 製 造 業 26.6  39 334  1 479

11 繊 維 工 業 16.8  10 256   612

12 木材・木製品製造業（家具を除く） 7.0  7 411  1 059

13 家 具 ・ 装 備 品 製 造 業 9.4  7 528   803

14 パ ル プ ・ 紙 ・ 紙 加 工 品 製 造 業 31.0 X X

15 印 刷 ・ 同 関 連 業 15.5  15 271   984

16 化 学 工 業 24.5  163 530  6 675

17 石 油 製 品 ・ 石 炭 製 品 製 造 業 - - -

18
プ ラ ス チ ッ ク 製 品 製 造 業
（ 別 掲 を 除 く ）

31.0 X X

19 ゴ ム 製 品 製 造 業 18.0 X X

20 な め し 革 ・ 同 製 品 ・ 毛 皮 製 造 業 - - -

21 窯 業 ・ 土 石 製 品 製 造 業 9.6  21 533  2 235

22 鉄 鋼 業  46.0  112 956  2 456

23 非 鉄 金 属 製 造 業  5.0 X X

24 金 属 製 品 製 造 業 10.2  15 916  1 563

25 は ん 用 機 械 器 具 製 造 業  8.3  7 085   850

26 生 産 用 機 械 器 具 製 造 業  22.1  54 331  2 454

27 業 務 用 機 械 器 具 製 造 業  11.0  30 337  2 758

28 電子部品・デバイス・電子回路製造業 144.8  311 124  2 149

29 電 気 機 械 器 具 製 造 業 6.5 X X

30 情 報 通 信 機 械 器 具 製 造 業  43.5 X X

31 輸 送 用 機 械 器 具 製 造 業  36.3  138 771  3 822

32 そ の 他 の 製 造 業  10.9  9 666   890

総　　　　　　　　　　　　数

区　　　　　　　　分

１事業所当たり
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第４表　　平成２３年産業中分類別従業者規模別事業所数・従業者数・製造品出荷額等

　　　　　　総　　　　　　数 　　　　　　　 ４　～

事業所数 従業者数 製造品出荷額等 事業所数 従業者数

(人） （万円） (人）

   305   8 355  18 270 484    119    730

09 食 料 品 製 造 業    134   4 762  9 900 528    31    186
10 飲 料 ・ た ば こ ・ 飼 料 製 造 業    5    133   196 669    3    12
11 繊 維 工 業    8    134   82 046    3    20
12 木材・木製品製造業（家具を除く）    3    21   22 233    3    21
13 家 具 ・ 装 備 品 製 造 業    16    150   120 455    11    58

14 パ ル プ ・ 紙 ・ 紙 加 工 品 製 造 業    2    62 　　　　　　　X  -  -
15 印 刷 ・ 同 関 連 業    23    357   351 236    10    55
16 化 学 工 業    4    98   654 121    2    13
17 石 油 製 品 ・ 石 炭 製 品 製 造 業  -  -  -  -  -
18 プラスチック製品製造業（別掲を除く）    1    31 　　　　　　　X  -  -

19 ゴ ム 製 品 製 造 業    1    18 　　　　　　　X  -  -
20 な め し 革 ・ 同 製 品 ・ 毛 皮 製 造 業  -  - -  -  -
21 窯 業 ・ 土 石 製 品 製 造 業    11    106   236 861    7    43
22 鉄 鋼 業    4    184   451 825  -  -
23 非 鉄 金 属 製 造 業    1    5 　　　　　　　X    1    5

24 金 属 製 品 製 造 業    27    275   429 742    18    117
25 は ん 用 機 械 器 具 製 造 業    9    75   63 764    7    45
26 生 産 用 機 械 器 具 製 造 業    14    310   760 639    7    42
27 業 務 用 機 械 器 具 製 造 業    4    44   121 349    2    11
28 電子部品・デバイス・電子回路製造業    4    579  1 244 496  -  -

29 電 気 機 械 器 具 製 造 業    2    13 　　　　　　　X    2    13
30 情 報 通 信 機 械 器 具 製 造 業    2    87 　　　　　　　X  -  -
31 輸 送 用 機 械 器 具 製 造 業    23    835  3 191 729    7    48
32 そ の 他 の 製 造 業    7    76   67 663    5    41

　　　　　　３０　～　４９　人 　　　　　　 ５０　～

事業所数 従業者数 製造品出荷額等 事業所数 従業者数

(人） （万円） (人）

   34   1 241  2 555 530    25   1 846

09 食 料 品 製 造 業    24    878  1 433 233    15   1 123
10 飲 料 ・ た ば こ ・ 飼 料 製 造 業    1    33 　　　　　　　X    1    88
11 繊 維 工 業  -  -  -    1    60
12 木材・木製品製造業（家具を除く）  -  -  -  -  -
13 家 具 ・ 装 備 品 製 造 業  -  -  -  -  -

14 パ ル プ ・ 紙 ・ 紙 加 工 品 製 造 業    1    38 　　　　　　　X  -  -
15 印 刷 ・ 同 関 連 業    3    113   114 760  -  -
16 化 学 工 業    2    85 　　　　　　　X  -  -
17 石 油 製 品 ・ 石 炭 製 品 製 造 業  -  -  -  -  -
18 プラスチック製品製造業（別掲を除く）    1    31 　　　　　　　X  -  -

19 ゴ ム 製 品 製 造 業  -  -  -  -  -
20 な め し 革 ・ 同 製 品 ・ 毛 皮 製 造 業  -  -  -  -  -
21 窯 業 ・ 土 石 製 品 製 造 業  -  -  -  -  -
22 鉄 鋼 業  -  -  -    2    157
23 非 鉄 金 属 製 造 業  -  -  -  -  -

24 金 属 製 品 製 造 業    1    30 　　　　　　　X  -  -
25 は ん 用 機 械 器 具 製 造 業  -  -  -  -  -
26 生 産 用 機 械 器 具 製 造 業  -  -  -    3    211
27 業 務 用 機 械 器 具 製 造 業  -  -  -  -  -
28 電子部品・デバイス・電子回路製造業  -  -  -    1    58

29 電 気 機 械 器 具 製 造 業  -  -  -  -  -
30 情 報 通 信 機 械 器 具 製 造 業  -  -  -    1    66
31 輸 送 用 機 械 器 具 製 造 業    1    33 　　　　　　　X    1    83
32 そ の 他 の 製 造 業  -  -  -  -  -

区　　　　　　　　分

総　　　　　　　　　　　　数

区　　　　　　　　分

総　　　　　　　　　　　　数
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（従業者４人以上）

９　人 　　　　　１０　～　１９　人 　　　　　２０　～　２９　人

製造品出荷額等 事業所数 従業者数 製造品出荷額等 事業所数 従業者数 製造品出荷額等

（万円） (人） （万円） (人） （万円）

  763 211    79   1 112  1 402 168    37    902  2 244 703 総 数

  176 979    32    474   600 679    23    563  1 701 142 09
　　　　　　　　X  -  -  -  -  -  - 10
　　　　　　　　X    4    54   39 685  -  -  - 11

  22 233  -  -  -  -  -  - 12
  44 258    3    39 　　　　　　　　X    2    53 　　　　　　　　X 13

 -  -  -  -    1    24 　　　　　　　　X 14
  43 945    5    62   55 582    5    127   136 949 15

　　　　　　　　X  -  -  -  -  -  - 16
 -  -  -  -  -  -  - 17
 -  -  -  -  -  -  - 18

 -    1    18 　　　　　　　　X  -  -  - 19
 -  -  -  -  -  -  - 20

  104 429    3    40 　　　　　　　　X    1    23 　　　　　　　　X 21
 -    2    27 　　　　　　　　X  -  -  - 22

　　　　　　　　X  -  -  -  -  -  - 23

  105 189    7    104 　　　　　　　　X    1    24 　　　　　　　　X 24
　　　　　　　　X    2    30 　　　　　　　　X  -  -  - 25

  40 543    3    31   41 645    1    26 　　　　　　　　X 26
　　　　　　　　X    2    33 　　　　　　　　X  -  -  - 27

 -    1    15 　　　　　　　　X    1    21 　　　　　　　　X 28

　　　　　　　　X  -  -  -  -  -  - 29
 -  -  -  -    1    21 　　　　　　　　X 30

  38 908    13    170   182 372  -  -  - 31
　　　　　　　　X    1    15 　　　　　　　　X    1    20 　　　　　　　　X 32

９９　人 　　　　　１００　～　２９９　人 　　　　　３００　人　以上

製造品出荷額等 事業所数 従業者数 製造品出荷額等 事業所数 従業者数 製造品出荷額等

（万円） (人） （万円） (人） （万円）

 3 541 773    9   1 538 　　　　　　　　X    2    986 　　　　　　　　X 総 数

 2 182 360    9   1 538 　　　　　　　　X - - - 09
　　　　　　　　X - - - - - - 10
　　　　　　　　X - - - - - - 11

 - - - - - - - 12
 - - - - - - - 13

 - - - - - - - 14
 - - - - - - - 15
 - - - - - - - 16
 - - - - - - - 17
 - - - - - - - 18

 - - - - - - - 19
 - - - - - - - 20
 - - - - - - - 21

　　　　　　　　X - - - - - - 22
 - - - - - - - 23

 - - - - - - - 24
 - - - - - - - 25

　　　　　　　　X - - - - - - 26
 - - - - - - - 27

　　　　　　　　X - - -    1    485 　　　　　　　　X 28

 - - - - - - - 29
　　　　　　　　X - - - - - - 30
　　　　　　　　X - - -    1    501 　　　　　　　　X 31

 - - - - - - - 32

区 分

区 分
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第５表　　事業所数・従業者数・製造品出荷額等の全道，道南，函館圏の状況
（従業者４人以上）

全      道 道      南 函　館　圏 函　館　市

実　　　数  5 931   642   403   318

平成22年 増 減 率(％) △  3.3 △  1.8 △  1.9 △  1.5

対全道比(％)  100.0  10.8  6.8  5.4

実　　　数  6 078   622   392   305

平成23年 増 減 率(％)  2.5 △  3.1 △  2.7 △  4.1

対全道比(％)  100.0  10.2  6.4  5.0

実　　　数  173 973  18 104  12 201  8 674

平成22年 増 減 率(％) △  1.8 △  2.4 △  1.5 △  0.4

対全道比(％)  100.0  10.4  7.0  5.0

実　　　数  161 750  16 884  11 933  8 355

(人) 平成23年 増 減 率(％) △  7.0 △  6.7 △  2.2 △  3.7

対全道比(％)  100.0  10.4  7.4  5.2

実　　　数 595 286 420 37 573 971 27 320 106 18 532 871

平成22年 増 減 率(％)  14.4  1.1  2.7  3.0

対全道比(％)  100.0  6.3  4.6  3.1

実　　　数 605 213 251 36 832 853 26 101 279 18 270 484

(万円) 平成23年 増 減 率(％)  1.7 △  2.0 △  4.5 △  1.4

対全道比(％)  100.0  6.1  4.3  3.0

  （注）   道南とは，渡島管内および檜山管内の計である。

           函館圏とは，函館市，北斗市，七飯町の２市１町である。

（再掲）

北　斗　市 七　飯　町

実　　　数   60   25

増 減 率(％) - △  10.7

実　　　数   63   24

増 減 率(％)  5.0 △  4.0

実　　　数  2 503  1 024

増 減 率(％)  1.7 △  15.6

実　　　数  2 464  1 114

(人) 増 減 率(％) △  1.6  8.8

実　　　数 5 873 102 2 914 133

増 減 率(％) △  3.6  15.2

実　　　数 5 962 970 1 867 825

(万円) 増 減 率(％)  1.5 △  35.9

平成22年

従 業 者 数

平成23年

平成22年
製 造 品
出 荷 額 等

平成23年

区　　　　　　　　分

従 業 者 数

製 造 品
出 荷 額 等

事 業 所 数

平成22年

事 業 所 数

平成23年

区　　　　　　　　分
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第６表　　生産額および付加価値額の推移
（従業者３０人以上）

増減額 増減率 増減額 増減率

（万円） （万円） (％) （万円） （万円） (％)

平成19年 13 937 044  572 701 4.3 4 267 002 △ 111 596 △ 2.5

　　20年 13 359 422 △ 577 622 △ 4.1 3 270 660 △ 996 342 △ 23.3

　　21年 12 944 749 △ 414 673 △ 3.1 3 959 592  688 932 21.1

　　22年 13 106 610  161 861 1.3 3 492 052 △ 467 540 △ 11.8

　　23年 13 216 121  109 511 0.8 3 898 679  406 627 11.6

第７表　　原材料率，現金給与率，付加価値率，

　　　　　労働所得分配率および有形固定資産投資総額の推移
（従業者３０人以上）

有形固定資産

投 資 総 額　　 増減率

(％) (％) (％) (％) (万円) (％)

平成19年 67.7 13.0 31.1 41.8  439 524 19.8

　　20年 74.3 12.5 24.8 50.5  518 274 17.9

　　21年 68.0 13.7 31.0 44.2  851 447 64.3

　　22年 71.6 12.8 27.0 47.4  406 696 △ 52.2

　　23年 71.9 12.8 29.8 42.9  180 383 △ 55.6

第８表　　製造品在庫額等の推移
（従業者３０人以上）

年末額 増減率 年末額 増減率 年末額 増減率

(万円) (％) (万円) (％) (万円) (％)

平成19年 1 978 674 △ 2.9  529 124 13.4  823 815 △ 9.7  625 735 △ 5.0

　　20年 1 779 601 △ 10.1  330 513 △ 37.5  858 608 4.2  590 480 △ 5.6

　　21年 2 155 485 21.1  332 067 0.5 1 079 255 25.7  744 163 26.0

　　22年 1 810 460 △ 16.0  318 593 △ 4.1  794 952 △ 26.3  696 915 △ 6.3

　　23年 1 791 012 △ 1.1  337 504 5.9  868 463 9.2  585 045 △ 16.1

(万円)

労働分配率

生産額 付加価値額

在庫合計 製造品在庫 半製品・仕掛品在庫

増減率

(％)

区 分

区 分

区 分
原材料率 現金給与率 付加価値率

原材料および燃料在庫

年末額
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第９表　　工業用水１日当たり水源別用水量の推移
（従業者３０人以上）

工業用水道 上 水 道

平成19年  13 339  8 239 -  3 891  3 898   313   137  5 100

　　20年  8 036  8 036 -  3 458  4 405   40   133 -

　　21年  8 370  8 370 -  3 782  4 466 -   122 -

　　22年  9 929  8 127 -  3 935  4 088 -   104  1 802

　　23年  7 845  7 840 -  4 154  3 678 -   8   5

第１０表　　東部４支所の事業所数・従業者数・製造品出荷額等の推移
（従業者４人以上）

実　数 増 減 率 実　数 増 減 率 実　数 増 減 率

（％） （人） （％） （万円） （％）

平成11年 6 - 130 △ 4.4  203 439 9.6

　　12年 7 16.7 133 2.3  160 887 △ 20.9

　　13年 7 - 130 △ 2.3  138 129 △ 14.1

　　14年 5 △ 28.6 115 △ 11.5  105 940 △ 23.3

　　15年 6 20.0 120 4.3  94 594 △ 10.7

平成11年 5 - Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ

　　12年 5 - 327 Ｘ  233 643 Ｘ

　　13年 5 - 347 6.1  213 300 △ 8.7

　　14年 4 △ 20.0 315 △ 9.2  255 064 19.6

　　15年 4 - Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ

平成11年 2 - Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ

　　12年 3 50.0 57 Ｘ  76 676 Ｘ

　　13年 3 - 41 △ 28.1  184 371 140.5

　　14年 1 △ 66.7 Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ

　　15年 1 - Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ

平成11年 19 △ 13.6 335 △ 3.7  453 670 3.2

　　12年 18 △ 5.3 315 △ 6.0  426 733 △ 5.9

　　13年 19 5.6 342 8.6  414 204 △ 2.9

　　14年 18 △ 5.3 350 2.3  411 313 △ 0.7

　　15年 16 △ 11.1 353 0.9  468 208 13.8

区 分

水　源　別　用　水　量　（立方メートル）

淡　　　　　　水

公 共 水 道 その他の
淡　水

海　水合　計
計 井 戸 水

従　業　者　数 製 造 品 出 荷 額 等

戸 井 町

恵 山 町

椴法華村

南茅部町

区　　　分

事　業　所　数
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【０３】単独事業所調査票（製造業） 
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